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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　産業用システムであって、
　液圧流体作動機械と、少なくとも１つの前記流体作動機械を制御するためのコントロー
ラと、少なくとも１つの流体消費体と、液圧回路とを備え、
　前記流体作動機械は、
　周期的に容積が変化する複数の作動チャンバと、
　前記複数の作動チャンバの周期的な容積の変化と同位相で回転する回転可能なシャフト
とを含み、
　前記作動チャンバは各々、ある体積の作動流体を排出するように動作可能であり、前記
体積は、前記コントローラが、作動チャンバ容積のサイクルごとに選択可能であり、
　前記液圧回路は、少なくとも第１および第２の流体保持体を含み、
　前記液圧回路は、前記流体作動機械から出力された作動流体を、前記第１または第２の
流体保持体を介して少なくとも１つの前記流体消費体に導き、さらに、作動流体を、少な
くとも１つの前記流体消費体から、前記第１または第２の流体保持体を介して前記機械に
導き、
　前記機械は、ポンピングモードにおいて、加圧された流体の流れの形態のエネルギを、
少なくとも１つの前記流体消費体が作動できるように、前記流体保持体のうちの１つを介
して少なくとも１つの前記流体消費体に供給するように動作可能であり、
　前記機械は、さらに、再生モードにおいて、モータとして動作して、加圧された流体の
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流れとしてのエネルギを、少なくとも１つの前記流体消費体から前記流体保持体のうちの
１つを介して受けて流体作動機械のシャフトのトルクに変換することも可能であり、
　前記機械は少なくとも２つの流体出力を有し、それにより、前記流体出力に前記機械の
駆動機構を提供するピストンシリンダアセンブリを動的に割当てて、前記各出力に割当て
られた前記アセンブリの割合を機械動作中において可変となるようにすることができるこ
とを、特徴とする、産業用システム。
【請求項２】
　前記流体保持体のうちの少なくとも１つは液圧剛性を有する、請求項１に記載の産業用
システム。
【請求項３】
　ゼロ流量と動作圧力流量もしくは高圧流量との間で流量が変化するときには、前記少な
くとも１つの流体保持体の容積が２％未満変化するか、または、ゼロ流量と動作圧力流量
もしくは高圧流量との間で流量の変化を生じさせるのに必要な機械ピストンストロークサ
イクルの数が５以下である、請求項２に記載の産業用システム。
【請求項４】
　前記流体作動機械と１つ以上の前記流体消費体との液圧的中間に、流れを阻止するおよ
び／または分流する機能を有する弁は存在しておらず、
　前記回路の部分と部分の間にクロスラインリリーフ弁は存在していない、請求項１～３
のいずれか一項に記載の産業用システム。
【請求項５】
　少なくとも１つの追加の流体作動機械をさらに備え、
　前記少なくとも１つの追加の流体作動機械は、
　周期的に容積が変化する複数の作動チャンバと、
　前記複数の作動チャンバの周期的な容積の変化と同位相で回転する回転可能なシャフト
とを含み、
　前記作動チャンバは各々、ある体積の作動流体を排出するように動作可能であり、
　前記体積は、コントローラによって作動チャンバ容積のサイクルごとに選択可能であり
、
　前記流体作動機械および前記追加の流体作動機械は、異なる流体消費体と流体連通して
いる、請求項１～４のいずれか一項に記載の産業用システム。
【請求項６】
　前記回路内部に位置し前記流体の体積を分離するための追加の弁を備え、
　前記弁は、２つの流体の体積のうちの少なくとも１つを通る流体の流れを阻止する位置
に切替わることができる、請求項１～５のいずれか一項に記載の産業用システム。
【請求項７】
　少なくとも１つの前記消費体は、ラムまたは液圧モータである、請求項１～６のいずれ
か一項に記載の産業用システム。
【請求項８】
　前記機械は、ポンプおよび／またはモータとして機能し得る合成整流式ポンプ－モータ
である、請求項１～７のいずれか一項に記載の産業用システム。
【請求項９】
　前記機械は、機械的に整流される作動チャンバをさらに含む、請求項１～８に記載の産
業用システム。
【請求項１０】
　前記機械の少なくとも２つのシリンダから発生するトルクは相互に協力的であり得るか
、または、前記トルクは減算的であり得る、請求項７に記載の産業用システム。
【請求項１１】
　前記流体作動機械はモータによって駆動され、
　前記コントローラは、選択的に前記流体作動機械の少なくとも１つの作動チャンバにモ
ータリングサイクルを実行させることにより、前記流体作動機械のパワー出力を、前記流
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体作動機械が前記モータから受けたパワーよりも大きくすることができるように、プログ
ラムされる、請求項１０に記載の産業用システム。
【請求項１２】
　前記モータリングサイクルは、少なくとも１つのアキュムレータから受けた作動流体を
用いて実行され、前記流体作動機械のピストンシリンダアセンブリの一部を用いることに
より、前記少なくとも１つのアキュムレータとの間で流れをやり取りするサービスを提供
する、請求項１１に記載の産業用システム。
【請求項１３】
　液圧コンプライアンスのソースを（任意で選択的に）提供するために、液圧アキュムレ
ータは、前記機械と前記消費体との間の少なくとも１つの前記流体保持体に流体接続され
ているか、または（典型的には選択的に）接続可能である、請求項１～１２のいずれか一
項に記載の産業用システム。
【請求項１４】
　複数のマニホルドをさらに備え、
　前記機械は複数の弁を含み、
　前記複数の弁は各々、前記機械の作動チャンバと前記マニホルドのうちの少なくとも１
つとの間における流体の流れを調節するように動作可能である、請求項１～１３のいずれ
か一項に記載の産業用システム。
【請求項１５】
　前記産業用システムは射出成形機である、請求項１～１４のいずれか一項に記載の産業
用システム。
【請求項１６】
　少なくとも１つの前記流体消費体は、成形材料を金型キャビティの中に射出するために
バレル内のスクリュー部材を回転させるように構成されたモータである、請求項１５に記
載の射出成形機。
【請求項１７】
　前記消費体はラムであり、前記ラムは、金型の第１の部分と第２の部分とを支持するた
めにクランプユニットを作動させるように構成され、
　前記金型の第１および第２の部分は、前記金型の第１および第２の部分が開いている分
離位置から、前記金型の第１および第２の部分が閉じられてその間に前記金型キャビティ
を画定する成形位置に、選択的に移動可能である、請求項１５に記載の射出成形機。
【請求項１８】
　前記流体消費体は、可変移動命令信号に従ってバレル内の前記スクリューを移動させる
ために射出ユニットに結合されている、請求項１６に記載の射出成形機。
【請求項１９】
　前記流体消費体は、排出ラム、射出ユニット移動ラムまたは回転モータ、タイバークラ
ンプラム、または、射出成形システムの機能における任意の液圧消費体である、請求項１
７に記載の射出成形機。
【請求項２０】
　前記産業用システムはウォータージェット切断機である、請求項１～１３のいずれか一
項に記載の産業用システム。
【請求項２１】
　少なくとも２つの流体作動機械と、連動出力を有する増圧器（４５１，４５２）である
少なくとも２つの前記流体消費体とを備え、
　一方の流体機械の出力は、一方の増圧器のピストンを、他方の、次の同位相の増圧器の
ピストンが伸張するときよりも速い速度で復帰させるよう命令され、
　一方の増圧器のストロークの最後に近づいて前記増圧器が減速すると、次の同位相の増
圧器が移動を開始し、一定の流量を保つために、連動した流れの要因としての役割を引継
ぎ、
　復帰する増圧器は、他方の増圧器がそのストロークの最後に達する前に、復帰して移動
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を開始しなければならない、請求項２０に記載のウォータージェット切断機。
【請求項２２】
　少なくとも１つの前記流体消費体は増圧器である、請求項２０または２１に記載のウォ
ータージェット切断機。
【請求項２３】
　請求項１～２２のいずれか一項に記載の産業用システムを形成するために組立てること
が可能な一揃いの部品。
【請求項２４】
　請求項１～２２のいずれか一項に記載の産業用システムを制御する方法であって、前記
機械の圧力制御を用いる、方法。
【請求項２５】
　請求項１～２２のいずれか一項に記載の産業用システムを制御する方法であって、前記
機械の流量制御を用いる、方法。
【請求項２６】
　請求項１～２２のいずれか一項に記載の産業用システムを制御する方法であって、前記
流体作動機械のフィードフォワード制御を用いる、方法。
【請求項２７】
　請求項１～２２のいずれか一項に記載の産業用システムを制御する方法であって、前記
流体作動機械の可変パワー制御または可変パワー制限制御を用いる、方法。
【請求項２８】
　請求項１～２２のいずれか一項に記載の産業用システムを制御する方法であって、ピス
トンシリンダアセンブリを流体出力に動的に割当てることにより、機械動作中において各
出力に割当てられた前記アセンブリの一部を変化させるステップを含む、方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　発明の分野
　本発明は、可変排出量流体作動機械（たとえばラジアルピストン）に関する。本発明は
特に、液圧的に硬い産業用システムで使用される流体作動機械に関する。この産業用シス
テムは、一般的に非可動用途に関連すると理解される産業プロセスを実行するための産業
用機械であってもよい。このようなシステムの例は、射出成形機（たとえばプラスチック
）、ダイカスト、回転せん断機を用いる破砕システム、液圧リング幹線、ドライブプーリ
コンベヤ、梱包機、ゴム成形、シート押出成形機、泥またはグラウトポンプ、粉砕機、コ
ンクリートブロックマシン、コンプレッサドライブ、大型回転素子パワープラント始動、
各種食品加工機、産業用プレス、鍛造プレス、産業用ローラ、産業用圧延機／システム、
高圧水源たとえばウォータージェット切断機および水洗浄機を含む。いくつかの機械は直
接作動形式から得られる利点を享受するであろう。産業用パワーパック（液圧パワーユニ
ット（hydraulic power unit）－ＨＰＵとしても知られている）も、本発明に係る液圧機
を必要とする場合がある。加えて、たとえば操縦翼面にパワーを供給するために本発明を
用いる航空機システムも、関連用途の分野であるとみなされる。
【背景技術】
【０００２】
　発明の背景
　本発明は合成整流式（synthetically commutated）可変排出量ポンプに関する。このポ
ンプでは、個々のシリンダは電子的に整流されその排出量はコントローラによって選択さ
れる。このようなポンプは、たとえばDigital Displacement（登録商標）ポンプまたはＤ
ＤＰ（登録商標）ポンプという名称で販売されている。各シリンダ（４）上の電子弁（１
４，１８，２４）は、サイクルごとにピストン（６）が往復運動しポンピングされる流体
の体積を制御できるように、制御することができる（いわゆる合成整流／合成整流式ポン
プ／および下記の合成整流式ポンプ／モータ）。これらは各々、電子制御排出量選択マシ
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ンの一例である。各シリンダ（４）は、独立したポンプであるとみなすことができ、個別
に制御される。グループをなすシリンダの出力を組合わせることにより、１つのサービス
が作成される。ポンプ内のすべてのシリンダを組合わせると、１つのサービスが作成され
る。たとえば、すべてを組合わせて１つのサービスにした１２のシリンダを有する合成整
流式ポンプは、流量出力の非常に高いダイナミックレンジと、非常に低い出力圧力の脈動
を有するであろう。このポンプは、各々が３つのシリンダからなる４つのサービスまたは
その他任意のシリンダの組合わせからなるサービスを有するように配置されたシリンダの
出力を有することができる。これらのシリンダは同一の偏心器（eccentric）上にあって
もよいし、すべてが同一の偏心器上になくてもよいが、シリンダ間の機械的角度が等しく
なるように間隔が空けられていることが理想的である。これらの４つのサービスは、同一
のポンプ内に実装されているものの、完全に独立している。サービスの数を規定すること
は、所望のシリンダを相互に接続するための通路を作成し制御ソフトウェアで相互接続を
規定することである。このサービスの作成は、典型的なスウォッシュプレート、羽根、お
よびギアポンプほど明らかではない。なぜなら、サービス間には明確な境界がない場合が
あるからである。たとえば、１つのサービスは、異なる偏心器上のシリンダで構成するこ
とができ、別の筐体内のポンプから構成することもできる。偏心器がシリンダを駆動する
場合があり、この場合の各シリンダは他のサービスに対して流れを提供する。物理的なポ
ンプおよび出力の標準的な定義は直ちに明確でなくなる。
【０００３】
　合成整流式ポンプは、ポンピングするだけでなく液圧出力からの圧力エネルギをモータ
リングしてクランクシャフト（８）に戻すように構成することもできる。これは、Digita
l Displacement（登録商標）ポンプ／モータまたはＤＤＰＭ（商標）または合成整流式ポ
ンプ／モータと呼ばれている。
【０００４】
　液圧的硬さ（hydraulic stiffness）の概念：
　「『ハードな』液圧流体（バルクモジュール（bulk module））は、圧力伝達速度が非
常に速いので、硬い液圧システムとなる。これは、閉ループ制御システムにおいて高く評
価される。『硬い』システムは、小さな加圧体積、硬質の周囲壁（可撓性のホースではな
くパイプ）、および高粘性流体によって得られる。その上、圧力は鉱物油のバルクモジュ
ールを増大する。『ソフトな』液圧システムは不安定になり易いが、一般的にはより静か
である。高周波の圧力リップルがより効果的に減衰されるからである。」（Catalogue HY
14-3200/US, Parker Hannifin Corporation)
　この文脈における液圧コンプライアンスは、作動流体の圧縮性を意味するが、本来は流
体の封じ込めを指している。たとえば、ホース（可撓性の壁による封じ込めのいずれかの
部分）は、流体圧力が上昇すると拡張し、中にある液体の体積を増大させることができる
。同様に、液圧アキュムレータは意図的に大量のコンプライアンスを提供する。単純な開
放されているタンクはコンプライアンスを示す。なぜなら、収容されている液体の体積が
増すと、重力によって圧力が増すからである。作動流体内の泡もコンプライアンスをもた
らす。流体駆動システムにおけるコンプライアンスは、このシステムを制御しようとする
ときに、動的レスポンスを変化させる。「液圧コンプライアンス」という用語は、作動流
体およびその体積を収容し制限する壁の体積弾性率に限定される訳ではなく、液圧体積の
特徴および圧縮性に直接影響を与える構成要素の硬さ（スチフネス）の効果を包含するこ
とを意図している。しかしながら、体積弾性率は単独で有効なコンプライアンスを表わし
得る。たとえば、別の流体システムにおいて、流体は単独で、２０００ｐｓｉで約１．５
％、５０００ｐｓｉで約３％、１００００ｐｓｉで約６％圧縮し得る。コンプライアンス
について使用されるもう１つの基準は、システム容積に対し、流体機械のピストンストロ
ークによって排出される流体の量である。排出される流体の相対的な体積が小さい場合は
、低い圧力から高いまたは作動圧力までシステム圧力を上昇させるために多数のストロー
クが必要である。排出される流体の相対的な体積が大きい場合は、低い圧力から高いまた
は作動圧力までシステム圧力を上昇させるために必要なストロークは少ない。システム圧
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力を作動圧力または高い圧力まで上昇させるために必要な流体機械のピストンストローク
が５以下であるシステムは、液圧的に硬いシステムである。したがって、定義では、シス
テム圧力を作動圧力または高い圧力まで上昇させるために必要な流体機械のピストンスト
ロークが６以上であるシステムは、液圧的にソフトなシステムである。システムのコンプ
ライアンスは作動流体の圧縮性の影響を受ける。作動流体の圧縮性に影響する可能性があ
るのは、流体の種類、流体の温度、流体の空気量／通気、流体の使用年数、および、当業
者には明らかなその他の要素である。同様に、システムのコンプライアンスは、同様の要
素、たとえば周囲（大気）の圧力の影響を受ける可能性がある流体保持システムの制約の
影響を受ける。消費体の状態はシステムコンプライアンスに影響する。主な例はラムの伸
張であり、これによってシステム容積が増加するとともに封じ込める／拘束する壁の露出
面積が増加するので、コンプライアンスが増す。
【０００５】
　流体作動機械は、ポンプ、モータ、および、ある動作モードではポンプとして機能し別
の動作モードではモータとして機能し得る機械等の、被流体駆動機械および／または流体
駆動機械を含む。
【０００６】
　流体作動機械がポンプとして動作するとき、少なくとも１つの低圧マニホルド（１６，
２６）は典型的に流体の実質的なソースとして作用し、高圧マニホルド（２０）は典型的
に流体の実質的なシンクとして作用する。流体作動機械がモータとして動作するとき、高
圧マニホルド（２０）は典型的に流体の実質的なソースとして作用し、少なくとも１つの
低圧マニホルド（１６，２６）は典型的に流体の実質的なシンクとして作用する。本明細
書および以下の請求項において、「高圧マニホルド」および「低圧マニホルド」は相対的
なものであり、相対圧力は本願によって決定される。本発明のいくつかの実施形態におい
て、少なくとも１つの低圧マニホルド（１６，２６）内の圧力は、大気圧よりもかなり高
く、たとえば数気圧であるが、通常の動作中の高圧マニホルド（２０）内の圧力よりも低
いであろう。流体作動機械は、２つ以上の低圧マニホルド（１６，２６）と２つ以上の高
圧マニホルド（２０）とを有し得る。
【０００７】
　１つのポンプと複数のアクチュエータとを備えるシステムでは、アクティブなアクチュ
エータすべての瞬時圧力要求を１つの圧力源と一致させることが実際不可能であれば、常
に望ましくない妥協があることになる。
【０００８】
　現在の技術水準の「負荷検出」システムにおいて、可変排出量ポンプの排出量は、その
出力圧力を、負荷のうちいずれかに必要な最大圧力を超える固定マージンに保つように、
制御される。この圧力と、負荷のうちいずれか１つに必要な実際の圧力との差は、比例弁
において減じられ、エネルギ損失が発生する。一回につき移動させるアクチュエータが１
つのみであるとき、これらのシステムは適度に効率的である。しかしながら、複数のアク
チュエータを異なる圧力で同時に移動させねばならない場合、効率は低下し、デューティ
サイクルによっては、これらの損失によってこのようなシステムの全体的な効率が３０％
まで低下する可能性がある。
【０００９】
　ＥＰ０４９４２３６Ｂ１（Artemis Intelligent Power Ltd）に記載されDigital Displ
acement（登録商標）という商標で販売されているポンプ／モータは、正排出量流体ポン
プ／モータであり、作動体積は、機械的手段ではなく、電子制御のソレノイド作動型ポペ
ットバルブ（いわゆるポンプ／モータの合成による整流、または、合成整流式ポンプ／モ
ータ）によって整流される。流量の制御は、膨張ストロークでも圧縮ストロークでも低圧
ポートに接続されしたがって流体の機能を果たさない（「アイドル状態」）作動体積の割
合に対する、作動体積の時間平均割合を変化させることによって実現される。作動体積は
、低圧ポートから高圧ポートへと流体をポンピングするように整流される（「ポンプ有効
化」）か、または、高圧ポートから低圧ポートへと流体をモータリングするように整流さ
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れる（「モータ有効化」）。位置センサによってシャフトの位置に対して同期させるコン
トローラは、要求に合わせて各作動体積を整流するように、適時、パルスをソレノイドコ
イルに与える。作動体積の各ストロークの整流は独立して制御できるので、ポンプ／モー
タは、各々が１つの作動体積の１ストロークまたは１ストロークの一部に対応する個々の
離散体積単位ずつ、流体をポートに与えるまたは流体をポートから吸収することができる
（ＷＯ２００４／０２５１２２参照）。各作動体積の高圧ポートは、異なる流体回路に接
続されていてもよい。このように、多数の作動体積で構成された１つのポンプ／モータは
、複数の独立した流体供給とシンクを提供することができ、各々へのまたは各々からの流
量は独立して変化させることができる。
【００１０】
　背景技術として、ＵＳ７，５４３，４４９Ｂ２（Cnh America Llc、Ivantysynova他）
は、「排出量制御」という用語を導入して開示しており、以下の説明を含む「…排出量制
御システムが使用されており、その排出量制御システムにおいては、排出体積が可変であ
る調整可能なポンプが液圧モータの動きの制御または調節に使用される。よって、消費体
は、主回路における制御弁または同様の装置を用いることなく、ポンプによって与えられ
る作動体流量のみで制御される」。このように、可変排出量ポンプは、液圧モータの動き
を制御するために使用される。追加的な制御弁等はない。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明の第１の局面に従い、産業用システムが提供され、この産業用システムは、
　液圧流体作動機械と、少なくとも１つの流体作動機械を制御するためのコントローラと
、少なくとも１つの流体消費体と、液圧回路とを備え、
　上記流体作動機械は、周期的に容積が変化する複数の作動チャンバと、上記複数の作動
チャンバの周期的な容積の変化と同位相で回転する回転可能なシャフトとを含み、上記作
動チャンバは各々、ある体積の作動流体を排出するように動作可能であり、上記体積は、
上記コントローラが、作動チャンバ容積のサイクルごとに選択可能であり、
　上記液圧回路は、少なくとも第１および第２の流体保持体を含み、
　上記流体回路は、上記流体作動機械から出力された作動流体を、上記第１または第２の
流体保持体を介して少なくとも１つの上記流体消費体に導き、さらに、作動流体を、少な
くとも１つの上記流体消費体から、上記第１または第２の流体保持体を介して上記機械に
導き、
　上記機械は、ポンピングモードにおいて、加圧された流体の流れの形態のエネルギを、
少なくとも１つの上記流体消費体が作動できるように、上記流体保持体のうちの１つを介
して少なくとも１つの上記流体消費体に供給するように動作可能であり、上記機械は、さ
らに、再生モードにおいて、モータとして動作して、加圧された流体の流れとしてのエネ
ルギを、少なくとも１つの上記流体消費体から上記流体保持体のうちの１つを介して受け
て流体作動機械のシャフトのトルクに変換することも可能であることを、特徴とする。
【００１２】
　上記流体回路は、典型的には流体作動機械と流体消費体との間に延在し、上記消費体と
流体タンクとの間に延在し、タンクを「貫通して」タンクと流体作動機械との間に延在す
る流路を含み得る。
【００１３】
　再生モードにおいて、流体作動機械は加圧された作動流体を流体消費体から受けるが、
この流体消費体は、ポンピングモードにおいて流体作動機械が加圧された作動流体を供給
する流体消費体と同一であってもよく、異なる流体消費体であってもよい。流体作動機械
のコントローラは、流体作動機械をポンピングモードかまたは再生モードのいずれかで動
作させるようにかつこれら２つのモードの間で切替えるように、プログラムされてもよい
。
【００１４】
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　流体作動機械は、複数のマニホルド（たとえば低圧マニホルドと高圧マニホルド）と、
マニホルドと作動チャンバとの間における作動流体の流れを調節する複数の弁（たとえば
、低圧マニホルドと作動チャンバとの間の流体の流れを調節する複数の低圧弁、および、
高圧マニホルドと作動チャンバとの間の流体の流れを調節する複数の高圧弁）とを含み得
る。各作動チャンバに関連する少なくとも１つの弁は電子制御弁であってもよく、コント
ローラは、作動チャンバ容積の各サイクル中の各作動チャンバによる正味排出量を選択す
るために、電子制御弁をシリンダ作動容積のサイクルに対して同位相となるように制御し
てもよい。
【００１５】
　流体保持体のうちの少なくとも１つ（典型的には、加圧された液圧流体が流体作動機械
から導かれて流体消費体にパワーを供給するまたはその逆のときに通る流体保持体のうち
の少なくとも１つ）は、液圧的に硬くてもよい。たとえば、上記少なくとも１つの流体保
持体の容積は、ゼロ流量と動作圧力流量もしくは高圧流量との間で流量を２％未満変化さ
せるときに変化してもよい、または、ゼロ流量と動作圧力流量もしくは高圧流量との間で
流量の変化を生じさせるのに必要な機械ピストンストロークサイクル数は、５以下であっ
てもよい。
【００１６】
　上記機械は少なくとも２つの流体出力を有してもよく、それにより、流体出力に機械の
駆動機構を提供するピストンシリンダアセンブリを動的に割当てて、各出力に割当てられ
たアセンブリの一部が機械動作中において可変となるようにしてもよい。
【００１７】
　流体作動機械と１つ以上の流体消費体との液圧的中間に、他の場合であれば流れを阻止
するおよび／または分流する機能を有する弁は存在していなくてもよく、上記回路の部分
と部分の間にクロスラインリリーフ弁は存在していなくてもよい。
【００１８】
　上記産業用システムは、少なくとも１つの追加の流体作動機械をさらに備え得る。この
少なくとも１つの追加の流体作動機械は、周期的に容積が変化する複数の作動チャンバと
、上記複数の作動チャンバの周期的な容積の変化と同位相で回転する回転可能なシャフト
とを含み得る。上記作動チャンバは各々、ある体積の作動流体を排出するように動作可能
であってもよく、上記体積は、コントローラが、作動チャンバ容積のサイクルごとに選択
可能であってもよく、上記流体作動機械および上記追加の流体作動機械は、異なる流体消
費体と流体連通していてもよい。
【００１９】
　上記産業用システムは、上記回路内部に位置し流体の体積を分離するための追加の弁を
備え得る。上記弁は、２つの流体の体積のうちの少なくとも１つを通る流体の流れを阻止
する位置に切替わることができる。
【００２０】
　少なくとも１つの上記消費体は、ラムまたは液圧モータであってもよい。
　上記機械は、ポンプおよび／またはモータとして機能し得る合成整流式ポンプ－モータ
であってもよい。
【００２１】
　上記機械は、機械的に整流される作動チャンバをさらに含み得る。逆止弁ポンプは、機
械的に整流される作動チャンバを有する機械の典型例である。
【００２２】
　上記機械の少なくとも２つのシリンダから発生するトルクは相互に協力的であり得る。
上記機械の少なくとも２つのシリンダから発生する上記トルクは減算的であり得る。
【００２３】
　流体作動機械はモータによって駆動されてもよく、上記コントローラは、選択的に流体
作動機械の少なくとも１つの作動チャンバにモータリングサイクルを実行させることによ
り、流体作動機械のパワー出力を、流体作動機械がモータから受けたパワーよりも大きく
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することができるように、プログラムされてもよい。
【００２４】
　上記モータリングサイクルは、少なくとも１つのアキュムレータから受けた作動流体を
用いて実行されてもよい。
【００２５】
　上記少なくとも１つのアキュムレータは、サイクル（たとえばモータリングサイクル、
ポンピングサイクル、アイドルサイクル）の他のときにおいてはフローバッファまたは平
滑装置として使用されてもよい。上記少なくとも１つのアキュムレータは、上記モータリ
ングサイクルが実行されるときは他の消費体から分離可能であってもよい。上記少なくと
も１つのアキュムレータまたは他の消費体は、流体作動機械の少なくとも１つの作動チャ
ンバのポンピングの実行によって作動流体が供給されてもよい。
【００２６】
　液圧コンプライアンスのソースを（任意で選択的に）提供するために、液圧アキュムレ
ータは、上記機械と上記消費体との間の少なくとも１つの上記流体保持体に流体接続され
ていてもよく、または（典型的には選択的に）接続可能であってもよい。
【００２７】
　産業システムは、複数のマニホルドをさらに備え得る。上記機械は複数の弁を含み得る
。これら複数の弁は各々、機械の作動チャンバとマニホルドのうちの少なくとも１つとの
間における流体の流れを調節するように動作可能である。
【００２８】
　産業システムは射出成形機であってもよい。
　少なくとも１つの上記流体消費体は、成形材料を金型キャビティの中に射出するために
バレル内のスクリュー部材を回転させるように構成されたモータであってもよい。
【００２９】
　上記消費体はラムであってもよく、このラムは、金型の第１の部分と第２の部分とを支
持するためにクランプユニットを作動させるように構成されてもよく、金型の第１および
第２の部分は、金型の第１および第２の部分が開いている分離位置から、金型の第１およ
び第２の部分が閉じられてその間に金型キャビティを画定する成形位置に、選択的に移動
可能であってもよい。
【００３０】
　上記ラムは、上記クランプを、典型的には予め定められた閉鎖力で、上記成形位置で維
持してもよい。
【００３１】
　上記流体消費体は、可変移動コマンド信号に従ってバレル内の上記スクリューを移動さ
せるために上記射出ユニットに結合されてもよい。
【００３２】
　上記流体消費体は、排出ラム、射出ユニット移動ラムまたは回転モータ、タイバークラ
ンプラム、または、射出成形システムの機能における任意の液圧消費体であってもよい。
【００３３】
　産業用システムはウォータージェット切断機であってもよい。
　このウォータージェット切断機は、少なくとも２つの流体作動機械と、連動出力を有す
る増圧器（４５１，４５２）であってもよい少なくとも２つの上記流体消費体とを備え得
る。一方の流体機械の出力は、一方の増圧器のピストンを、他方の、次の同位相の増圧器
のピストンが伸張するときよりも速い速度で復帰させるよう命令されてもよい。一方の増
圧器のストロークの最後に近づいて、増圧器が減速すると、次の同位相の増圧器が移動を
開始し、一定の流量を保つために、連動した流れの要因としての役割を引継いでもよい。
典型的に、復帰する増圧器は、他方の増圧器がそのストロークの最後に達する前に、復帰
して移動を開始しなければならない。少なくとも１つの上記流体消費体は増圧器であって
もよい。
【００３４】
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　本発明は、第２の局面において、本発明の第１の局面に係る産業用システムを形成する
ために組立てることが可能な一揃いの部品を含む。
【００３５】
　本発明は、第３の局面において、本発明の第１の局面に係る産業用システムを制御する
方法を含み、この方法において、上記機械の圧力制御、または上記機械の流量制御、また
は上記機械のフィードフォワード制御、または、上記流体作動機械の可変パワー制御もし
くは可変パワー制限制御を用いる。
【図面の簡単な説明】
【００３６】
【図１】流体作動機械の単体の作動チャンバの概略図である。
【図２】直接作動型の合成整流式ポンプによってパワーが供給される液圧負荷の図である
。
【図３】マルチサービスシャフト共通機械と、直接作動型の合成整流式ポンプによってパ
ワーが供給される液圧負荷の図である。
【図４】負荷に供給する（合成整流式ポンプと非合成整流式ポンプとの）混成体の図であ
る。
【図５】負荷に供給するアキュムレータにエネルギを蓄積するシャフト貫通型の合成整流
式ポンプの図である。
【図６】比例弁を有する直接作動型合成整流式ポンプの図である。
【図７】方向弁を有する直接作動型合成整流式ポンプの図である。
【図８】方向弁および液圧モータを有する直接作動型合成整流式ポンプ／モータの図であ
る。
【図９】比例弁および複動型ラムを有する、エネルギ回収のための直接作動型合成整流式
ポンプ／モータの図である。
【図１０】方向弁および複動型ラムを有する、エネルギ回収のための直接作動型合成整流
式ポンプ／モータの図である。
【図１１】方向弁および液圧モータを有する、エネルギ回収のための直接作動型合成整流
式ポンプ／モータの図である。
【図１２】エネルギ回収および複動型ラムを有する、２つの合成整流式ポンプ／モータに
接続された、バルブレス直接作動型機械の図である。
【図１３】エネルギ回収硬質システムおよび複動型ラムを有する、２つの合成整流式ポン
プ／モータを備える、バルブレス直接作動型システムの図である。
【図１４】エネルギ回収硬質システム、３つのシャフト貫通合成整流式ポンプ／モータ、
複動型ラム、およびクロスラインリリーフ弁を有し、ポンプ／モータのうちの１つがアキ
ュムレータへの専用流体接続を有する、直接作動型システムの図である。
【図１５】クロスラインリリーフ弁と一対の複動型ラムを特徴とする、一対の直接作動型
合成整流式ポンプ／モータの図である。
【図１６】エネルギ回収硬質システムおよび単動型ラムを有する、バルブレス直接作動型
合成整流式ポンプ／モータの図である。
【図１７】２つの単動型ラムを有する、バルブレス直接作動型合成整流式ポンプ／モータ
の図である。
【図１８】２つの単動型ラムを有し１つのサービスがアキュムレータにつながっている、
バルブレス直接作動型合成整流式ポンプ／モータの図である。
【図１９】弁ブロックおよび液圧モータと追加の弁とを有する、直接作動型合成整流式ポ
ンプの図である。
【図２０】合成整流式ポンプとラムが直接接続され切替可能なリリーフラインがタンクに
つながっている、直接駆動単動型ラム駆動液圧回路の図である。
【図２１】従来の射出成形回路の図である。
【図２２】他の従来の射出成形回路の図である。
【図２３】合成整流式ポンプを利用する射出成形機液圧回路の図である。
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【図２４】２つの合成整流式ポンプを利用する射出成形機液圧回路の図である。
【図２５】４つの合成整流式ポンプを利用する射出成形機液圧回路の図である。
【図２６】２つの合成整流式ポンプと２つの合成整流式ポンプ／モータとを利用する射出
成形機液圧回路の図である。
【図２７】５つの合成整流式ポンプを利用する射出成形機液圧回路の図である。
【図２８】サービスを負荷間で切替えることができる射出成形機の一部の図である。
【図２９】サービスを負荷間で切替えることができる射出成形機の一部の図である。
【図３０】サービスを負荷間で切替えることができる射出成形機の一部の図である。
【図３１】システムが圧力を負荷に切替えることができる射出成形機の一部の図である。
【図３２】図２９と同様の射出成形機の一部であるが、ＬＰＶ型バルブをアンラッチする
ためにデュアルポンプは合成整流式ポンプ／モータである必要がある。
【図３３】射出成形機で使用するのに適した、３つの負荷を制御するための、４つのシャ
フト貫通サービスマシンを示す図である。
【図３４】各ライン上でそれぞれの圧力センサに接続されている電子コントローラを含む
複動型ラムを駆動するための液圧回路の図である。
【図３５】各ライン上でそれぞれの圧力センサに接続されている電子コントローラを含む
複動型ラムを駆動するための液圧回路の図である。
【図３６】クロスラインリリーフ弁がシリンダ接続間にある、合成整流式ポンプを用いる
複動型シリンダ制御回路の図である。
【図３７】図３６と同一であるが、各シリンダ接続ラインの逆止弁を含む図である。
【図３８】再生のために接続された１つの合成整流式ポンプ／モータを用いる、プレス加
工で使用するための回路の図である。
【図３９】２つの合成整流式ポンプ／モータを用いる、プレス加工で使用するための回路
の図である。
【図４０】４つの合成整流式ポンプ／モータを用いる、液圧成形プレスで使用するための
回路の図である（４つの複動型ラムおよびサービスシェアリング）。
【図４１】３つの合成整流式ポンプ／モータを用いる、液圧成形プレスで使用するための
回路の図である（２つの複動型ラムおよび２つの単動型ラム）。
【図４２】３つの合成整流式ポンプ／モータおよび３つの増圧器ピストンを有するウォー
タージェット切断機のための回路の図である。
【図４３】３つの合成整流式ポンプ／モータおよび３つの増幅器ピストンを有するウォー
タージェット切断機のための回路の図である。
【図４４】直接作動型の３つの合成整流式ポンプ／モータと３つの増圧器ピストンとを有
するウォータージェット切断機のための回路の図である。
【図４５】一対の合成整流式ポンプ／モータと２つの増幅器ピストンとを有するが中間に
弁はない、ウォータージェット切断機のための回路の図である。
【図４６】１つの合成整流式ポンプ／モータと２つの増幅器ピストンとを有するウォータ
ージェット切断機のための回路の図である。
【図４７】一対の合成整流式ポンプ／モータおよび１つの位置決め可能な増幅器ピストン
を有するウォータージェット切断機のための回路の図である。
【図４８】１つの合成整流式ポンプ／モータおよび１つの増圧器ピストンを有するウォー
タージェット切断機のための回路の図である。
【図４９】２つの合成整流式ポンプによって流体パワーが供給される回転のための２つの
モータと、ローラに圧力を与えるためにラムを移動させる１つの合成整流式ポンプ／モー
タを含む、製鋼所のための回路の図である。
【図５０】鋼圧延のための５つの合成整流式ポンプ／モータを備えた圧延機の一部の図で
ある。
【図５１】鋼圧延のための５つの合成整流式ポンプ／モータを備えた圧延機の一部の図で
ある。
【図５２】鋼圧延のための３つの合成整流式ポンプ／モータを備えた圧延機の一部の図で
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ある。
【図５３】鋼鍛造のための３つの増圧器に結合された３つの合成整流式ポンプ／モータを
備えた鍛造機の一部の図である。
【図５４】鋼鍛造のための１つの増圧器に結合された１つの合成整流式ポンプ／モータを
備えた鍛造機の一部の図である。
【図５５】３つの増圧器に結合された３つの合成整流式ポンプ／モータを備えた油田の一
部の図である。
【発明を実施するための形態】
【００３７】
　代表的な実施形態の詳細な説明
　以下、本発明の代表的な実施形態を、流体作動機械として合成制御式ポンプを用いるさ
まざまな産業用システムを参照しながら説明する。しかしながら、本発明に係る流体作動
機械はその他数多くの用途で使用される場合がある。これらのさまざまな産業用システム
を結びつける１つの側面は、交換可能な流体消費体または負荷の存在である。「流体消費
体」または「負荷」という用語は、このシステムから流体を受ける、ある範囲のシステム
構成要素を包含することを意図している。典型的には、これらの構成要素は、流体を取込
み、低下した流量および／または圧力で出力する「シンク（sink）」として作用する。流
体消費体に関連する流れが取込む流れだけではないことに注意することが重要である。別
の期間において、流体消費体または負荷はむしろ流体変換器として機能してもよく、この
場合、流量および／または圧力は、流体消費体または負荷の存在の結果として増大し得る
。さらに、流体消費体または負荷は、交互モードで作用し得る。この場合、先に入口とし
て機能していたポートは出口になり、消費体または負荷は代わりに「流体提供体」（「流
体ソース」モードと同等）に切替わる。具体的には、流体アキュムレータがこれらの２つ
のモードのうちの一方で機能するか、または、流入／流出する流体がない安定モードで機
能する。また、ラム／シリンダ（電子－静圧アクチュエータとしても知られている）は同
一のやり方で（静止状態、流体取込モード、および流体放出モード）機能する。この説明
は、「流体消費体」または「負荷」はエネルギの取出しを示唆しているが流体消費体また
は負荷が実際のところエネルギをシステムに提供するときがあることを強調しようとして
いる。「流体消費体」または「負荷」の例は、流体モータ、流体ポンプ、液圧アキュムレ
ータ、液圧コンプライアンスを与える回路に装着し得る任意の構成要素、液圧アクチュエ
ータ、単動型ラム、複動型ラム、後部を突き合わせた一対の単動型ラム、および回転アク
チュエータを含むが、これらに限定される訳ではない。アキュムレータが負荷である場合
、このアキュムレータは、アキュムレータ本体内のコンプライアンスを有する領域が圧縮
されたとき（エネルギ蓄積部として作用する）に作動すると言える。典型的には、ブラダ
ーアキュムレータにおいて、入力圧力が上昇すると、ブラダー内の不活性ガスの体積が減
少することにより作動する。上記流体回路は、液圧流体を、流体作動機械と消費体との間
において、流体保持体、たとえば硬いパイプを介して案内する。流体回路は、液圧流体を
、流体作動機械との間で、第１の流体保持体（１０１）または第２の流体保持体（１０２
）を介して案内し、さらに、液圧流体を、少なくとも１つの上記流体消費体から機械へと
、第１の流体保持体（１０１）または第２の保持体（１０２）を介して案内する。
【００３８】
　図１は、適切な制御装置（１２）を有する流体作動機械を概略的に示す。単独の作動チ
ャンバ（２）の容積は、シリンダ（４）およびピストン（６）の内面によって画定される
。ピストン（６）は、回転偏心から連接棒（９）によって駆動され、シリンダ内で往復す
ることによって作動チャンバの容積を周期的に変化させる。シャフト位置および速度セン
サ（１０）は、シャフトの回転の瞬時的な角位置および速度を判断し、コントローラに電
気接続（２８）を通して知らせる。そうすると、コントローラは、個々の作動チャンバ（
２）のサイクルの瞬時的な位相を判断することができる。コントローラ（１２）は、典型
的にはマイクロプロセッサまたはマイクロコントローラであり、使用時に、格納されてい
るプログラムを実行する。図１は、単一の作動チャンバを示すが、典型的には、同一の回
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転シャフトによって駆動される複数の作動チャンバが設けられている。これらは、回転シ
ャフトの長さに沿って間隔を空けて配置されていてもよく、そのうち１つ以上が複数の偏
心器の各々によって駆動される。
【００３９】
　作動チャンバは、電子的に作動させることが可能な面封止ポペットバルブの形態の低圧
弁（low pressure valve：ＬＰＶ）（１４，２４）を備え、この低圧弁は、作動チャンバ
に向かって内側の方向に向いており、作動チャンバから低圧マニホルドまで延在するチャ
ネルを選択的に封止するように動作することができる。一般的に、低圧マニホルドは、使
用時に、（ポンピングモードでは）基本的な流体のソースとして（または、モータリング
の場合はシンクとして）機能する。ＬＰＶは、ノーマルオープン型ソレノイド閉鎖弁であ
り、吸気ストローク中に作動チャンバ内の圧力が低圧マニホルド内の圧力よりも低いとき
にパッシブに開くことにより、作動チャンバを第１の耐圧マニホルドとの流体連通状態に
するが、ＬＰＶ制御ラインを介したコントローラのアクティブ制御によって選択的に閉じ
ることにより、作動チャンバを第１の低圧マニホルドとの流体連通状態から解放すること
ができる。これに代わる、ノーマルクローズ型ソレノイド開放弁等の電子的に制御可能な
弁を用いてもよい。
【００４０】
　作動チャンバはさらに、圧力作動吐出弁の形態の高圧弁（high pressure valve：ＨＰ
Ｖ）を備える。ＨＰＶは、作動チャンバから外側の方向に向いており、作動チャンバから
高圧マニホルドまで延在するチャネルを封止するように動作することができる。高圧マニ
ホルドは、使用時に、基本的な流体のソースまたはシンクとして機能する。ＨＰＶは、作
動チャンバ内の圧力が高圧マニホルド内の圧力よりも高いときにパッシブに開くノーマル
クローズ型圧力開放逆止弁として機能する。ＨＰＶはまた、作動チャンバ内の圧力によっ
てＨＰＶが開放されると、ＨＰＶ制御ラインを介してコントローラが選択的に開放状態に
し得る、ノーマルクローズ型ソレノイド開放逆止弁としても機能し得る。ＨＰＶは、高圧
マニホルド内に圧力はあるが作動チャンバ内にはないときにコントローラの制御のもとで
開放可能であってもよいし、部分的に開放可能であってもよい。
【００４１】
　少なくとも低圧弁は、コントローラが低圧弁をアクティブに閉じるか否か選択すること
ができるように、アクティブに制御される、または、いくつかの実施形態では、作動チャ
ンバ容積の各サイクル中アクティブに開放されている。いくつかの実施形態において、高
圧弁はアクティブに制御され、いくつかの実施形態において、高圧弁は、パッシブに制御
される弁、たとえば圧力吐出逆止弁である。
【００４２】
　流体作動機械は、ポンピングサイクルを実行する（それによって加圧された流体の流れ
としてエネルギを供給する）ポンプであってもよく、または、モータリングサイクルを実
行するモータであってもよく、または、ポンピングモードもしくはモータリングモードで
動作可能でありそれによってポンピングサイクルまたはモータリングサイクルを実行する
ことができるポンプ－モータであってもよい。
【００４３】
　フルストロークポンピングサイクルがＥＰ０３６１９２７に記載されている。作動チャ
ンバの膨張ストローク中、低圧弁は開いており、液圧流体を低圧マニホルドから受ける。
下死点でまたはその近くで、コントローラは、低圧弁を閉じるべきか否か判断する。低圧
弁が閉じられると、次の作動チャンバ容積圧縮相において、作動チャンバ内の流体が加圧
されて高圧弁に向けて吐出され、よってポンピングサイクルが発生して流体のある体積が
高圧マニホルドに排出される。次に、上死点でまたはその直後に低圧弁が再び開く。低圧
弁が開いたままであれば、作動チャンバ内の流体は低圧マニホルドに向けて戻されてアイ
ドルサイクルが発生する。アイドルサイクルでは、高圧マニホルドへの流体の正味排出量
はない。
【００４４】
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　いくつかの実施形態において、低圧弁はバイアスされて開放され、ポンピングサイクル
が選択された場合にはコントローラによってアクティブに閉鎖される必要がある。その他
の実施形態において、低圧弁はバイアスされて閉鎖され、アイドルサイクルが選択された
場合にはコントローラによってアクティブに開放される必要がある。高圧弁は、アクティ
ブに制御されてもよい、または、パッシブに開放される逆止弁であってもよい。
【００４５】
　フルストロークモータリングサイクルがＥＰ０４９４２３６に記載されている。圧縮ス
トローク中、流体は、低圧弁を通して低圧マニホルドに吐出される。アイドルサイクルは
コントローラによって選択でき、その場合、低圧弁は開いたままである。しかしながら、
フルストロークモータリングサイクルが選択された場合、低圧弁が上死点の前に閉鎖され
ることにより、その容積が減少し続けるので、作動チャンバの内部の圧力は上昇する。十
分な圧力が得られると、典型的には上死点の直後で高圧弁を開放することができ、流体は
高圧マニホルドから作動チャンバに流入する。下死点の直前で、高圧弁はアクティブに閉
鎖され、そうすると、作動チャンバ内の圧力が低下するので、低圧弁は、下死点の付近ま
たはその直後で開くことができる。
【００４６】
　いくつかの実施形態において、低圧弁はバイアスされて開放され、モータリングサイク
ルが選択された場合にはコントローラによってアクティブに閉鎖される必要がある。その
他の実施形態において、低圧弁はバイアスされて閉鎖され、アイドルサイクルが選択され
た場合にはコントローラによってアクティブに開放される必要がある。典型的に、低圧弁
はパッシブに開くが、開放のタイミングを綿密に制御できるようにするためにアクティブ
制御のもとで開いてもよい。よって、低圧弁はアクティブに開放されてもよい、または、
それまでアクティブに開放されていた場合はアクティブな開放は停止されてもよい。高圧
弁はアクティブに開放されてもパッシブに開放されてもよい。典型的に、高圧弁はアクテ
ィブに開放される。
【００４７】
　いくつかの実施形態において、アイドルサイクルとフルストロークポンピングサイクル
および／またはモータリングサイクルとの間の選択を行なう代わりに、流体作動コントロ
ーラは、弁のタイミングの正確な位相調整により、部分ストロークポンピングサイクルお
よび／または部分ストロークモータリングサイクルを生成してもよい。
【００４８】
　ＥＰ１５３７３３３に記載されている部分ストロークポンピングサイクルにおいて、低
圧弁は、排気ストロークの後半で閉じられて、作動チャンバの最大ストローク容積の一部
のみが高圧マニホルドの中に排出される。典型的に、低圧弁の閉鎖は、上死点の直前まで
遅延される。
【００４９】
　これもＥＰ１５３７３３３に記載の部分ストロークモータリングサイクルにおいて、膨
張ストロークの途中で高圧弁が閉じられ低圧弁が開かれる。よって、高圧マニホルドから
受ける流体の体積、したがって流体の正味排出量は、他のやり方で可能なものよりも少な
い。
【００５０】
　よって、コントローラは、ＬＰＶ（必要に応じて、たとえばモータリング中はＨＰＶ）
の形態の電子制御弁をアクティブに制御することにより、作動チャンバ容積の各サイクル
の各作動チャンバの正味排出量を決定する。典型的に、複数の作動チャンバは位相がずれ
ているので、個々の作動チャンバの正味排出量に関する決定は、回転シャフトの一回転に
つき複数回行なわれ、そのため排出量の高速制御が可能である。たとえば、位相がそれぞ
れ４５度、３６度、３０度、または１８度ずつずれている、８個、１０個、１２個、また
は２０個のシリンダがある。コントローラは、１つのまたは２つ以上の作動チャンバの組
合わせが要求する正味排出量を示す排出量要求信号を受けまたは生成してもよく、各作動
チャンバの正味排出量をたとえば選択することにより、１つのまたは２つ以上の作動チャ
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ンバの組合わせの時間平均正味排出量が要求排出量と一致するようにしてもよい。これに
代わる制御モードについては以下で説明する。
【００５１】
　合成整流式ポンプ（たとえば図１を参照しながら先に説明したポンプ）は、スウォッシ
ュプレートマシンの直接代用品として使用することができる。制御方法は、本明細書にお
いて後に説明するように、この機械の圧力補償、流量制御、負荷検出、可変パワー制御ま
たは可変パワー制限制御等を簡単に模倣することができる。
【００５２】
　図２は、一対の負荷（１１１，１１２）（流体消費体として機能）が１つの機械に接続
されているシステムに関連する。これらの負荷（１１１，１１２）はいずれも高圧である
が典型的に一方が他方よりも高い高圧を受けると予想される。
【００５３】
　２つ以上の負荷に対する供給－たとえばマルチサービスＨＰＵ：
　上記のように、合成整流式ポンプは、複数のサービスが、異なる圧力、流量、またはそ
れ以外の制御条件で２つ以上の液圧負荷（１１１，１１２）に対する供給を行なうように
、構成することができる。図３は、共通シャフト上で物理的に分離されている合成整流式
機械の構成に関連する。
【００５４】
　１つ以上のシリンダの電子弁を、電子的な要求なしでパッシブに作用するようにするこ
とが可能である。これによって、マルチサービスマシンのサービスのうちの１つ以上は、
たとえコントローラが不能（たとえば誤動作または停電の場合）であっても、一定の流量
を送出できる。この選択肢は、安全性重視の機能のための供給として有用であろう。
【００５５】
　複数のサービスが使用されるときは、包括的トルクまたはパワー制限をマシンに対して
課すことが可能である。これにより、（流体消費体の一例である）小型原動機を、原動機
の能力を超える最大負荷を有する合成整流式ポンプに接続することができる。これは、包
括的制限が遵守されるように各サービスのパワー要求の割合を減じることによって実現で
きる。これに代えて、優先システムを適用してこのシステムの設計者がサービスの相対的
優先度を選択できるようにしてもよく、または、ＨＰＵもしくは負荷の状態または条件に
応じて実行時に優先度を判断できるようにしてもよい。
【００５６】
　最終的には、複数の合成整流式ポンプサービスを、中間デジタル切替弁のマトリクスを
介して、複数の負荷に接続することが可能である。個々の合成整流式ポンプサービスを動
的に切替えることにより、個々の負荷に対しその要求と優先度に応じて供給を行なっても
よい。このような回路は、用途によっては比例弁をなくすことによってより効率的に省力
化を図ることができる。
【００５７】
　ハイブリッドＨＰＵ：
　合成整流式ポンプを、スウォッシュプレート、ベーン、またはギアポンプといったその
他の形式のポンプと組合わせることにより、非合成整流式ポンプの流量出力を増加または
低減して、所望の流量および制御を提供することができる。ハイブリッドＨＰＵは、非合
成整流式ポンプマシンと合成整流式ポンプマシンとの任意の組合わせを有し得る。図４は
、圧力補償スウォッシュプレートマシンを合成整流式ポンプと組合わせたものの構成を示
す。
【００５８】
　エネルギ蓄積を伴うＨＰＵ：
　合成整流式ポンプのシリンダのうちのいくつかを用いて、アキュムレータへの流れとア
キュムレータからの流れを提供するサービスを形成することによって、エネルギを後の使
用のために蓄積することができる。この構成は、アキュムレータサービスシリンダがポン
プ／モータ型であることを必要とする。これによって、流れをアキュムレータの中に押出
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しアキュムレータから回収することができる。このトポロジが、典型的な供給出力へのア
キュムレータの追加よりも優れている点は、アキュムレータのエネルギをより多く使用で
きる点である。なぜなら、（供給出力にアキュムレータを追加する場合のように）一定圧
力に制限されることがないからである。再生（すなわちポンプ／モータのモータリングに
より圧力を生成すること）は、アキュムレータに供給されている圧力の増加とともに発生
し得る。これに代えて圧力をその他の場所に与えてもよい。図５はアキュムレータの実装
を示す。
【００５９】
　合成整流式ポンプが（流体消費体の一例である）ラム／シリンダの動きを直接操作でき
るようにすることにより、図６の比例弁を図７に示される方向制御弁と置換えることがで
きる。高性能サーボ弁の帯域幅はこのようにして得ることはできないかもしれないが、比
例弁の圧力損失およびコストは大幅に低減できる。アクチュエータは、図７のようなラム
／シリンダ型であっても、図８のような液圧モータであっても、その他の液圧アクチュエ
ータまたはその他の液圧負荷であってもよい。
【００６０】
　請求項１の説明のために、流体駆動システムは、被駆動ポンプ（周期的にモータとして
動作し得るポンプ／モータを包含する）と、モータとを含む。このモータの定義は、より
一般的にはラム／シリンダとして知られているリニア液圧モータを含むことを意図してい
る。
【００６１】
　エネルギ回収を伴う直接作動の実行例：
　負荷が慣性の性質を有する場合、定義ではポンプとしてのみ作用する合成整流式ポンプ
の代わりに合成整流式ポンプ／モータを使用することによって慣性エネルギをポンプのク
ランクシャフトに回収することには、いくらかの利点がある。図９はこれを比例弁を用い
て実現することを示し、図１０はこれを方向弁を用いて実現することを示す。
【００６２】
　図１１は、図１０と同一の構成を示すが、シリンダ／ラムの流体消費体は液圧モータに
置換えられている。
【００６３】
　方向制御弁なしのエネルギ回収を伴う直接作動の実行例：
　方向弁は、アクチュエータの各側面を独立したポンプサービスに接続することによって
排除することができる。そうすることで、このシステムは、液圧的に非常に硬いものにな
り、状況によってはアキュムレータを１つのサービスに追加することで、必要とされ得る
コンプライアンスが増す。アキュムレータサービスを圧力制御モードで制御し硬いサービ
スを流量制御モードで制御することによって、このシステムは簡単に制御される。図１２
はこれを実現した回路を示す。
【００６４】
　方向制御弁なしのエネルギ回収を伴う直接作動の実行例（硬いシステム）：
　上記のように、方向弁は、流体消費体の各側面を独立したポンプおよび／またはモータ
サービスに接続することによって排除できる。ラム／シリンダの形態の流体消費体を含む
実施形態の場合、油柱の硬さに対するポンプ排出量の比率が十分であれば、図１２の概略
図のアキュムレータは排除できる。図１３のように、クロスラインリリーフ弁を追加する
ことは、多くの用途では不要かもしれないが負荷の慣性または制御ループを原因とする超
過圧力の状況を防止するのに役立ち得る。
【００６５】
　負荷／流体消費体に蓄積されているエネルギが高い場合、図１４の概略図に示されるよ
うに、アキュムレータとともにその他のサービスを追加することによって、エネルギを蓄
積しポンプの超過速度を減じることができる。
【００６６】
　複数の負荷が作動を必要としているがそれが同時ではない場合、図１５のように弁を追
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加してポンプ対を負荷シリンダに接続するまたは切離すことができる。タンクに戻すリリ
ーフ弁は、特に小面積側（ピストンの連接棒側）に接続されるこの回路の実現にとって必
要な安全性のための特徴である。しかしながら、このような弁は、動作に絶対的に必要な
ものではなく、明確にするために図面から削除されている。圧力と排出量双方がフィード
バックされる閉ループ制御のもとでこれらのポンプ双方が操作される場合、図示の回路は
十分に機能し得る。図１３の実施形態は、クロスラインリリーフ弁とともに示されている
が、このような弁なしでも実現し得る。
【００６７】
　単動型ラム／シリンダ、直接作動：
　上記直接作動の実行例では、方向弁か複数のサービスのいずれかを使用することが必要
である。シリンダを復帰させるためにばねが存在するかまたは質量をバイアスさせる場合
、単動型シリンダのみが必要な場合がある。図１６において、この実行例は非常に単純で
あり、システムは、高レベルの位置精度が不要であればセンサなしの位置制御で使用でき
ることが多い。ただし、この図面およびその他の図面ではばねによる復帰が示されている
が、これに代わるリターンバイアス機構も可能である。図１７のようにその他のサービス
を追加することによってより多くのアクチュエータの独立した作動が可能である。加えて
、エネルギを蓄積する必要があれば、図１８のアキュムレータの追加は効率的な解決策で
ある。典型的に合成整流式ポンプ／モータは、この方法によってアクチュエータを復帰さ
せるのに必要であるが、復帰動作の制御が不要であれば、図２０のように外部二方弁と合
成整流式ポンプによってアクチュエータを復帰させることもできる。
【００６８】
　オープンセンター弁による直接作動：
　図１９に示されるように、オープンセンター弁を用いることにより、典型的なクロスラ
インリリーフ構成のアクチュエータ回路からポンプを分離することができる。
【００６９】
　オープンセンター弁構成により、同時の作動が不要である限り、サービスを他のアクチ
ュエータに適用することができる。このような回路において、共通する要件は、オーバー
ランしている負荷を制御することである。この場合にオープンセンター弁を使用すること
は好都合であることがわかっている。
【００７０】
　射出成形機
　図２１に示される射出成形機は典型的には２部品構成の金型からなる。この金型を構成
する２つの部分のうちの一方は固定され他方は可動であるので取外すことができる。金型
は、開放も閉鎖も迅速でなければならず、かつ非常に大きな力で締めて閉じることが必要
である。この機能のために、型の開閉機能および型締め機能のためのトグルクランプ、ス
クリュークランプ、および別々のアクチュエータ等のさまざまな機構が存在する。機械の
射出側において、射出ユニットは、回転させてプラスチックを可塑化するスクリューを利
用し、溶融したプラスチックを金型のキャビティに入れるために射出ラムを利用する。射
出成形機は、ゴムの成形またはダイカストを実行するように構成し得る。加えて、ラムを
用いることにより金型上で射出ユニットを保持し成形された部分を金型のキャビティから
排出する。典型的に、液圧マシンは定速電動機によって駆動される１つのポンプを用いて
液圧の流れを生成し、液圧の流れは一連の方向弁を通して導かれ、これらの弁は比例の性
質を有することで流れの大きさと方向を微調整してこの流れを適切なアクチュエータに導
くことができることが多い。歴史的には、ポンプは固定排出量ベーンまたはプランジャ型
ポンプであった。近年は、可変排出量型ポンプを用いて消費エネルギと発熱を減じるよう
になった。可変排出量機能は典型的にはプランジャ型ポンプを用いることによって得られ
、この場合、プランジャの変位は、可変速度電動機もしくは可変周波数モータもしくはサ
ーボ型モータに結合された固定排出量ポンプまたは液圧もしくは電子圧力の検出に応じて
、変更される。図２１は、液圧がフィードバックされる可変排出量プランジャ型ポンプを
示す。消費エネルギの低減のために使用される別のアーキテクチャが図２２に示され、こ
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の場合、固定排出量ポンプがアキュムレータ等の液圧エネルギ蓄積装置をチャージし、ア
キュムレータが完全にチャージされたときに、ポンプの流れがタンクに導かれることで、
消費エネルギが低減される。図２２は、以下の構成要素を含む典型的な射出成形機の構成
要素の例を提供する。これらの構成要素は、
　・射出段階に備えて大きな圧力を金型に加えるためのプラテンクランプ（２０５）、
　・金型を開閉しキャビティの閉鎖とキャビティの開放を各々十分に行なうための金型開
閉ラム（２１５）、
　・排出ピンを操作して完成した成形品を排出するための排出ラム（２２５）、
　・射出ユニットを伸縮させるためのノズルラム（２３５）、
　・加熱された射出可能な流体のためのプランジャとして作用するプラテン／金型外部に
向けて射出ノズルスクリューを移動させるための射出ラム（２４５）、および
　・スクリュー射出体を回転させバレルをホッパーから供給された射出流体で充填するた
めのスクリュードライブを含む。
【００７１】
　可変排出量プランジャポンプの欠点は、低流量のときの効率が非常に低いことと、低流
量から高流量または高流量から低流量への応答時間が制限されることである。可変速度駆
動装置を提供するために可変速度電動機によって駆動される固定排出量ポンプは高コスト
である。特に、低流量時の効率が低く、低流量から高流量への応答時間が制限される。液
圧エネルギ蓄積システムは効果的であるが、一定の圧力を保つためにアキュムレータの大
きさを容積が非常に大きくなるように定める必要がある。このようなアキュムレータはよ
り高価格でありアキュムレータを収容するために相当な空間が必要である。また、圧力を
一定にすると、流体が一定の高い圧力で供給されるので、比例弁全体における絞り損失が
依然として存在することになる。
【００７２】
　図２３に示されるように、本発明は、現在のポンプ技術を合成整流式ポンプに置換えて
いる。合成整流式ポンプの流量出力を、負荷に応じて電子的に変化させることによって必
要な流量を正確に生成する。合成整流式ポンプの応答時間は、およそ３０ｍｓであり、す
べての出力流量において効率は非常に高い。図２３は、射出成形機の一般的なタイプの回
路において、従来の技術水準のポンプ技術を合成整流式ポンプで置換えたものを示す。
【００７３】
　合成整流式ポンプは、シリンダを、同一の電動機とシャフトによって駆動される同一の
ポンプ筐体内の独立した出力またはサービスと組合わせることにより、分割することがで
きる。図２４に示されているのは、図２３と同じ合成整流式ポンプ（２３５および２３６
）であるが、２つのサービスに分割されて同一システムの作動機能を独立して駆動する。
作動機能（work functionまたはworking function）は、流体作動機械に仕事を実行させ
るための機能（たとえば液圧モータもしくはその他のアクチュエータ）、または、流体作
動機械に対して仕事を実行するための機能（たとえば液圧ポンプ）を指す。これら２つの
サービスは、単一の機械本体および単一のシャフト内に、または２つの機械本体および１
つのシャフト内に、または、２つの機械本体および２つのシャフト内に、設けることがで
きる。これと同一の、実現可能な機械および実際の選択肢の論理を用いることにより、示
されている他の回路が理解されるはずである。サービスが独立しているので、各作動機能
の流量および圧力要件を、作動機能ごとに最適化して、弁の絞り損失を低減することによ
り、消費エネルギを低減することができる。さらに、消費エネルギの低減に関しては、各
消費体に対する流れのタイミングを、機械の種類および機械のサイクル（すなわちポンプ
またはモータまたはアイドル）に応じて最適化することができる。
【００７４】
　射出成形機回路をさらに分割する場合、図２５のように個々の作動機能を分割すること
によってサービスを分離することができる。合成整流式ポンプサービスが個々の作動機能
に対して流れを直接提供する場合、作動機能の流量および圧力要件を、合成整流式ポンプ
によって正確に満たすことができ、したがって、ポンプの流れを絞るために比例弁を用い
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る必要はなくなり、消費エネルギがさらに低減される。図２５の例のようにスクリュード
ライブ（２５５）は独立した合成整流式ポンプサービスから直接駆動され、この場合、弁
のみが回転方向を制御し、回転速度は合成整流式ポンプ（２４３）の出力によって直接制
御される。また図２５では、金型開閉アクチュエータ（２１５）の流れのソースは合成整
流式ポンプサービス（２４０）であり、この場合、金型の動きのプロファイルは、合成整
流式ポンプの流量出力によって直接制御される。この場合、金型の開閉、クランプ、およ
び排出の作動機能を組合わせて１つの合成整流式ポンプサービス（２４０）にするが、こ
れが可能である理由は、この場合同時に動作する必要がある作動機能がなく、合成整流式
ポンプ（２４０）の流量出力は一回につきこれらの作動機能のうちの１つにしか向けられ
ないので、多数の合成整流式ポンプサービスの必要性が低下するからである。当業者は、
特定の機械の同時実行機能の数に応じて作動機能に対する合成整流式ポンプサービスを分
割する方法は多数ありこれは一例であることに、気付くであろう。
【００７５】
　作動機能の多くは、１方向の力と排出の制御しか必要とせず、この場合、複動型ラムを
単動型ラムと置換えるとともに方向弁をポペット型オン／オフバルブと置換えることがで
きる。図２５は、この概念を示しており、この場合、クランプおよび排出の作動機能を単
動型ラムと置換えることによって、コストと複雑度を低減し方向弁特有の寄生損失を低減
している。
【００７６】
　射出成形サイクルの一部の間、いくつかのサービスは流れを生成する必要はないものの
、同時にそれ以外のサービスは高レベルの流れを必要とする場合がある。上記サイクルの
一部において、２つのサービスを結合することによってこれらの２つのサービスの出力を
合計することが可能である。図２６を参照すると、弁（２７０）が追加されて１つのサー
ビス（２４３）が他のサービス（２４０）に結合され、他のサービス（２４０）が一種の
トップアップマシンになっている。
【００７７】
　作動機能のうちのいくつかは本質的に、回収できるエネルギを蓄積する。これらの状況
では、合成整流式ポンプ／モータを用いてこのエネルギを回収する。合成整流式ポンプ／
モータ（２４２）を用いて、射出サイクル中に流体および溶融プラスチックカラムに蓄積
されたエネルギを回収する。図２６に関しては、他の合成整流式ポンプ／モータ（２４０
）が、減速中に金型の質量の運動エネルギを回収することができる。このエネルギは回収
されてポンプのクランクシャフトに戻された後に、その他のサービスによって使用される
かまたはクランクシャフトの速度を上昇させる（電動機に対する負荷を低減するまたは電
動機で電気に変換される）。
【００７８】
　図２６に示される２つのサービスの結合という概念を用いると、図２７に示されるよう
に「フレキシブルサービス」ポンプ（２３９）を既存のポンプ構成に追加することができ
る。この「フレキシブルサービス」は、特定の作動機能に恒久的に付与されるのではなく
、むしろ、別のサービスに流れの容量の不足が生じたときに使用される「フローティング
」サービスである。「フレキシブルサービス」ポンプ（２３９）は、それぞれの弁（２７
６，２７７，２７８，２７９）を有するその他のポンプ（２４０，２４１，２４２，２４
３）に接続され、これによって、流れを任意のサービスに加えることができ、サービスの
グループを結合することもできる。たとえば、（双方向液圧モータによって示される）可
塑化作動機能および射出作動機能ラム（２４５）は不要であり金型開放作動機能（ラム２
１５）がさらに流れを必要とする場合、弁（２７８，２７９）の通電により、サービス（
２４２，２４３）の出力を合計すると、ポンプ容量が非常に効率的に使用されることにな
る。合成整流式ポンプの高帯域幅と制御性によって、サービスの圧力を、弁切替の前に非
常に素早く均等化することができ、結合したサービスすべての総出力は、結合後に正確に
制御される。
【００７９】
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　プレス
　図３８は、基本的なプレス（弁によって制御されるポンプによって駆動されスライドを
上から押圧することにより金型間の部品を形成する液圧ラム）を示す。この場合、液圧パ
ワーのソースは合成整流式ポンプ／モータであり、このポンプの可変流量特徴を利用して
スライドの力と変位のプロファイルを生成し、合成整流式ポンプ／モータを用いることに
より、流体カラムの１つ以上に蓄積されている圧縮エネルギを回収し、特に圧縮サイクル
の最後にフレームを押圧する。
【００８０】
　多くのプレスは２柱または４柱設計を利用してスライドの角度と力のプロファイルを管
理する。図３９は、２柱設計（２つのラム／シリンダ）を示す。この構成では、２つのラ
ムの伸張量を調整することによってスライドにかかる負荷を軽減し金型の位置合わせを改
善することが必要である。典型的に、これは、高価格の変位センサを用いて各ラムおよび
サーボまたは比例弁の変位を測定することで、ポンプからラムへの油の流量を正確に制御
することによって実現される。合成整流式ポンプ／モータを用い、各サービス（３７５，
３７６）が方向制御弁（３７０および３７１）を通して一対のラムのうちの１つのラム専
用になるようにこのシステムを構成する場合、各ポンプサイクル中にポンピングされる流
体の推定量を合計しラムの内圧から算出された流体カラムの圧縮を考慮することによって
、ラムの変位を推定することができる。この機能を用いると、高価格のサーボまたは比例
弁は必要でなくなり、変位センサを不要にすることができる。これに代えて、開ループ制
御法が必要な変位精度を提供しない場合は、制御ループを変位センサの周囲に形成すれば
よい。この機能は、２柱型プレスフレームにおいて示されているが、代わりに、このよう
にして使用される任意の数のアクチュエータに対して有効であってもよい。
【００８１】
　液圧成形（hydroforming）は、図４０に示される別の形式のプレスであり、この場合、
ラム（３９６）がダイを開閉し、他のラム（３９８）がダイを閉位置でロックし、さらに
他のラム（３９５）が流体キャビティを加圧し、さらに他のラム（３９７）が延伸パンチ
を部品の中に押込む。この実施形態において、各ラム（３９５，３９６，３９７，３９８
）は、弁（３９０，３９１，３９２，３９３）によって、合成整流式ポンプ／モータサー
ビス（３８０，３８１，３８２，３８３）に液圧接続され分離される。このようにして、
各ラムを独立して動作させ、流体カラムおよびマシンフレームの硬さに蓄積されているエ
ネルギを回収する。図４１に示される代替の実施形態は、流体キャビティを加圧するのに
使用される単動型ラム（ラム３９５）と、延伸パンチを駆動するのに使用される単動型ラ
ム（ラム３９７）の対を含み、これらのラムはそれぞれ合成整流式ポンプ／モータサービ
ス（４０２および４００）によって直接駆動される。ダイ開閉ラムおよびダイロックラム
は、弁（４０５，４０６）と同時に動作しない。これらは、１つの合成整流式ポンプ／モ
ータまたは合成整流式ポンプサービス４０１によって、動作することができる。再生段の
間、ロックのイジェクタには回収すべきエネルギがほとんどないが、サービスは、回収／
再生すべき慣性および重力の位置エネルギを有するダイ開閉ラムと共有される。当業者は
、サイクル構成に応じてこれらのプレス機を最適化するために使用できる多数の他の組合
わせがあることに気付くであろう。
【００８２】
　制御方法：
　センサおよびソフトウェアを使用することにより、多用なモードでさまざまな方法に従
ってポンプを制御し得る。以下は制御方法の一部のリストである。
１）圧力制御：圧力補償システムの直接的な模倣である。作動チャンバ容積の各サイクル
の液圧流体の排出量を、出力における圧力が圧力設定点に従うように選択する。圧力設定
点は、必要に応じてソフトウェアで簡単に動的に変更できる。圧力フィードバックは、合
成整流式ポンプに搭載し得る圧力センサまたは遠隔の圧力センサから得られる。
２）流量制御：ポンプ流量は、流量センサからのフィードバック、アクチュエータの排出
量の結果として、または開ループでも、変化させることができる。
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３）フィードフォワード：これからの圧力および流量条件に関する知識を用いて、ポンプ
出力は、プレビュー情報を利用することにより応答することができる。たとえば、サーボ
弁コマンド信号をポンプコントローラに与えることにより、正確な圧力追跡を維持するこ
とができる。
４）モータ馬力制御：圧力および流量の任意の関数を用いてポンプ出力を修正することが
できる。単純な例は、基本馬力またはトルク制御であるが、より複雑な関係も実現できる
。
５）閉ループ排出量制御
６）開ループ排出量制御
７）力および排出量の制御の組合わせ
　コントローラの特徴
　合成整流式ポンプコントローラは、各シリンダからの流量を制御する電子弁を作動させ
る役割を有する。これは、統合シャフトエンコーダ、圧力および温度変換器からの位置フ
ィードバックに従い、外部または内部コマンド信号に応じて行なわれる。
【００８３】
　合成整流式ポンプコントローラのパラメータのうちの多くは、シリアルまたはイーサネ
ット（登録商標）プロトコルを介して接続するコンピュータインターフェイスプログラム
を用いて実行時に調整できる。このようなパラメータは、制御利得および設定点、限界、
Ｉ／Ｏ（入力／出力）スケーリングおよび障害しきい値を含む。所望の調整がなされると
、パラメータをフラッシュメモリに保存することができ、コントローラはこれらの新たな
デフォルトで起動されることになる。
【００８４】
　複雑なシステムにおいて、この合成整流式ポンプコントローラは、デジタル、アナログ
、またはフィールドバス（たとえばＣＡＮ（controller area network（コントローラエ
リアネットワーク））バス）によってコマンドを送信するＰＬＣ（programmable logic c
ontroller（プログラマブルロジックコントローラ））等のシステムマスタコントローラ
に対するスレーブとなるように構成し得る。このような通信は双方向であってもよく、そ
の場合、合成整流式ポンプは、その現在の状態（たとえば流量、圧力、パワー）と何らか
の障害コードを報告する。合成整流式ポンプコントローラは、ソフトウェアで、出力流量
を減じることにより、合成整流式ポンプを過剰温度または過剰圧力から局所的に保護する
ように構成できる。
【００８５】
　しかしながら、より単純なシステムにおいて、合成整流式ポンプコントローラは、シス
テム内の唯一のコントローラとしての役割を引継いでもよい。この場合、合成整流式ポン
プコントローラは、電動機コンタクタへの命令、回路冷却のための補助弁制御の実行、お
よびシステム保護センサのモニタリング等の、全体的なシステム制御機能を実行するよう
にプログラムされてもよい。これらの機能をサポートするために、合成整流式ポンプコン
トローラには、予備のアナログおよびデジタルＩ／Ｏが設けられており、これは、リレー
コイルおよびソレノイド弁を直接駆動するのに適した２４Ｖの高電流出力を含む。上記合
成整流式マシンの直接作動は、合成整流式マシンを用いた「排出量制御」と同等である。
当該技術において、「排出量制御」は「ポンプ制御」としても知られている（出典：Link
oeping Studies in Science and Technology Thesis No. 1372, Saving Energy in Const
ruction Machinery using Displacement Control Hydraulics - Concept Realization an
d Validation, Kim Heybroek, 2008, ISBN 978-91-7393-860-0）。本発明に関する排出量
制御は、合成制御式マシン（複数のマシン）を用いて実現されるスロットレスの作動を説
明する。このようなシステムでは、排出量を制御する電子整流式バルブシステムが最終的
な制御要素として使用される。
【００８６】
　複数の圧力源
　図２８～図３１を参照して、これらの図面は、従来のスイッチングを用いてデュアル圧
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力供給を維持する方法に関連する。出力負荷（１１１，１１２）には高圧源と低圧源が与
えられており、これは、射出成形機においてまたは２つ以上の圧力の流れのソースを必要
とし得るその他の機械において一般的に使用されるアーキテクチャである。図２８は、Ｐ

ｌｏｗ、Ｐｈｉｇｈ、およびデュアル構成供給という３つのサービスを示し、ポンプ（２
７０）は主として低圧負荷（１１１）に流し、ポンプ（２７２）は主として高圧負荷（１
１２）に流し、ポンプ（２７１）は、ソレノイドフロー分流弁の電源が遮断されたときは
低圧負荷（１１１）に流し上記弁が通電されたときは高圧負荷（１１２）に流す。図２９
は、Ｐｈｉｇｈとデュアル構成供給という２つのサービスを示し、ポンプ（２７２）は主
として高圧負荷（１１２）に流し、ポンプ（２７１）は、ソレノイドフロー分流弁の電源
が遮断されたときは低圧負荷（１１１）に流し上記弁が通電されたときは高圧負荷（１１
２）に流す。図３０は、Ｐｌｏｗとデュアル構成供給という２つのサービスを示し、ポン
プ（２７０）は主として低圧負荷（１１１）に流し、ポンプ（２７１）は、ソレノイドフ
ロー分流弁の電源が遮断されたときは低圧負荷（１１１）に流し上記弁が通電されたとき
は高圧負荷（１１２）に流す。図３１はデュアル構成供給という１つのサービスを示し、
ポンプ（２７１）は、弁の電源が遮断されたときは低圧負荷（１１１）に流しソレノイド
フロー分流弁が通電されたときは高圧負荷（１１２）に流す。アキュムレータは、より一
定した圧力と流量を維持するために液圧負荷で必要な場合がある。
【００８７】
　ＬＰＶ型スイッチングは、低圧弁スイッチングを意味し、さらに、ＵＳ５，１９０，４
４６（Artemis）では「ソレノイドコイルの通電は、流体の出力圧力およびポンプから出
る流体の出力排出量容積のうちの少なくとも１つに応じてマイクロプロセッサユニットに
より制御される。ソレノイドコイルの通電は、バルブ部材をその閉鎖限界状態まで移動さ
せるのに用いることができ、電源を遮断すると、このバルブ部材は、流体の流れによって
発生した力の影響でその開放限界状態に移動する」と記載されている。
【００８８】
　図３２の回路は、切替のためにＬＰＶ型に対して供給されるデュアル圧力を維持する方
法に関連する。これは、中央位置の合成整流式ポンプ／モータを、中央ポンプからどの圧
力源に流すかを制御するＬＰＶ型バルブをアンラッチするためにだけ使用する。中央ポン
プ（２７１）の合成整流式ポンプ／モータ機能を用いて、低圧回路から圧力エネルギを回
収することができる。図３２の回路の機能は、図２８の回路の機能に非常によく似ており
、示されている弁は、命令に従って低圧負荷（１１１）と高圧負荷（１１２）との間で流
れを導く。提案されているＬＰＶの実施形態は、切替が発生する前に入口ポートの圧力と
出口ポートの圧力とを等しくすることを必要とする。合成整流式ポンプ／モータ（２７１
）により、入口圧力を出口圧力に一致するように調整できる。
【００８９】
　図３３を参照して、この図面は、場合によっては１つの筐体内にある４つのシャフト貫
通連結ポンプ／モータを示す。第２のポンプ／モータ（３２１）は常時アキュムレータに
接続されている。第３のポンプ／モータ（３２２）は常時複動型ラムに接続されている。
第４のポンプ／モータ（３２３）は常時単動型ラムに接続されている。すべての機械（３
２１，３２２，３２３）は、切替によって共通ライン／レールに供給するおよび／または
共通ライン／レールから供給を受けることができ、示されている共通ライン／レールは、
第１のポンプ／モータ（３２０）に接続されているが、任意の流れのソースまたはシンク
に接続されていてもよく、弁（３２５，３２６，３２７）に通電することにより、複動型
シリンダおよび／または単動型シリンダに接続されてもよい。液圧負荷は、アキュムレー
タ、複動型ラムまたは単動型ラムとして示されているが、これに代えて流れの液圧シンク
またはソースであってもよい。当業者は、「フレキシブルサービス」の任意の組合わせを
負荷の任意の組合わせに加えてもよく図３３は可能な組合せのうちの一例にすぎないこと
を理解できる。この運用柔軟性は特に射出成形機における用途に適している。
【００９０】
　図３４を参照して、この図面は、負荷検出オリフィスを用いて複動型ラムへの流量を測
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定し得る中間三方ソレノイド弁を介して複動型ラムに接続されている１つの合成整流式ポ
ンプを示す。重要なことは、コントローラ（３５１）に電子的に接続されている２つの圧
力トランスデューサが存在することであり、一方はポンプ出力圧力を検出するためのもの
であり、もう一方は負荷検出オリフィスにおける圧力降下を検出するためのものである。
機械的負荷検出システムと同様に、ポンプ流量を調節することによって負荷検出オリフィ
スにおける固定された圧力降下を維持する。示されているように、負荷検出ロジックは、
２つの圧力センサを入力として用いるコントローラのソフトウェアにおいて実装される。
流れの消費体が複数存在する場合、負荷検出信号を、シャトルバルブと１つの圧力センサ
に流体的に接続するか、または、複数の圧力センサに電子的に接続すればよい。
【００９１】
　図３５を参照して、この図面は、交差位置、流れ遮断位置、または直線貫通位置を取り
得る中間三方ソレノイド弁を介して複動型ラムに接続されている１つの合成整流式ポンプ
を示す。重要なことは、コントローラ（３５１）に信号を与える３つの圧力トランスデュ
ーサが存在することであり、ポンプの出力用に１つ、ラムの両側に１つずつある。この弁
が非流体遮断位置に切替えられたときに弁の圧力ポートに接続される圧力センサは、この
弁の圧力降下を測定する役割を果たす。上記負荷検出型機能として弁の圧力降下を用いて
ポンプ流量を調節することができる。図３４との比較における図３５の負荷検出の実行例
の利点は、弁が、特定の負荷検出型の弁でなくてもよく、通常の四方型の方向もしくは比
例弁または流れを流体消費体に導くのに使用されるその他任意の弁であってもよいことで
ある。図３５の負荷検出機能は、合成整流式ポンプコントローラにおいて完全に電子的に
実装される。
【００９２】
　液圧増圧器を備える回路
　図４２を参照して、合成整流式ポンプ／モータは、液圧の流れを増圧器（５４１，５４
２，５４３）に与えることにより、対応するピストンを移動させる。そうすると、好まし
い実施形態では水である流体またはその他任意の流体の流れが、離れてゆくピストンの相
対面積に比例して発生する。逆止弁により、水は、大気圧から２０バールまでの好ましい
圧力でスーパーチャージポンプ（４５０）の低圧供給出力から入り、逆止弁により、この
水は、液圧流体がポンピングされて増圧器（５４１，５４２，５４３）の中に入ると増圧
器から排出されて、２０～１０，０００バールの好ましい圧力の水の高圧源を提供する。
増圧器のピストンを戻すときには、合成整流式ポンプ／モータをモータモードで作動させ
ることによって液圧を下げ、蓄積された圧力エネルギを回収する。スーパーチャージポン
プ（４５０）が与える流れにより、増圧器のピストンを完全に後退した位置に戻してサイ
クルを再開する。図４２の好ましい実施形態は、３つの合成整流式ポンプ／モータ、３つ
の増圧器、および３つのダンプ弁であるが、このシステムは、ポンプ／モータ、増圧器、
およびダンプ弁各々を少なくとも１つ含んでいる必要があり、各々の総数には制限がない
。出力圧力アキュムレータは、合成整流式ポンプ／モータのうちのいずれか１つの命令に
よって出力流量の変動が十分に減じられるのであれば、なくてもよい。水側のスーパーチ
ャージポンプは典型的に、既存のウォータージェット切断機では１００ｐｓｉ（７バール
）で動作する。増圧器の比が１０：１の場合、オイル側は１０ｐｓｉとなる。このような
圧力は、モータリングには低いが、理想的ではないにしても全面的に可能であり、追加の
ポンプ容量（たとえば約２０％）が必要な場合がある。また、後退中、より正方形に近い
フロープロファイルが可能あれば、伸張よりも後退に使用できる時間の方が長い。低圧モ
ータリングが問題であれば水のスーパーチャージ圧を高くすればよく、このエネルギはい
くらか回収できる。３つの増圧器の利点は、水側のアキュムレータが不要であることであ
り、これに正味の利益が伴っても伴わなくてもよい。これらは、２増圧器という概念にも
３増圧器という概念にも好都合である。
【００９３】
　図４３を参照して、３つの合成整流式ポンプ／モータはそれぞれ、液圧の流れを増圧器
（５４１，５４２，５４３）に与えることにより、対応するピストンを移動させる。そう
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すると、好ましい実施形態では水である流体またはその他任意の流体の流れが、離れてゆ
くピストンの相対面積に比例して発生する。逆止弁により、水は、大気圧から２０バール
までの好ましい圧力でスーパーチャージポンプ（４５０）の低圧供給出力から入る。逆止
弁により、この水は、液圧流体がポンピングされて増圧器（５４１，５４２，５４３）の
中に入ると増圧器から排出されて、２０～１０，０００バールの好ましい圧力の水の高圧
源を提供する。増圧器のピストンを戻すときには、合成整流式ポンプ／モータをモータモ
ードで作動させることによって液圧を下げ、蓄積された圧力エネルギを回収する。液圧が
十分に低下すると、弁（４４１，４４２，４４３）が通電されてタンクに戻る高流路経路
を提供する。増圧器のピストンを完全に後退した位置に戻してサイクルを再開するために
、スーパーチャージポンプ（４５０）は流れを与える。図４３の好ましい実施形態は、３
つの合成整流式ポンプ／モータ、３つの増圧器、および３つのダンプ弁により、流量の変
動を最小にして出力水流を提供するが、このシステムは、ポンプ／モータ、増圧器、およ
びダンプ弁各々を少なくとも１つ含んでいる必要があり、各々の総数には制限がない。出
力圧力アキュムレータは、合成整流式ポンプ／モータの命令によって出力流量の変動が十
分に減じられるのであれば、なくてもよい。
【００９４】
　図４４を参照して、３つの合成整流式ポンプ／モータはそれぞれ、液圧の流れを増圧器
（５４１，５４２，５４３）に与えることにより、対応するピストンを移動させる。そう
すると、好ましい作動流体の流れが、離れてゆくピストンの相対面積に比例して発生する
。逆止弁により、水が、大気圧から２０バールまでの好ましい圧力でスーパーチャージポ
ンプ（４５０）の低圧供給出力から入る。逆止弁により、この水は、液圧流体がポンピン
グされて増圧器（５４１，５４２，５４３）の中に入ると増圧器から排出されて、２０～
１０，０００バールの好ましい圧力の水の高圧源を提供する。増圧器のピストンを戻すと
きには、合成整流式ポンプ／モータをモータモードで作動させることによって液圧を下げ
ることにより、蓄積された圧力エネルギを回収する。液圧が十分に低下すると、弁（４４
１，４４２，４４３）が通電されてタンクに戻る高流路経路を提供する。増圧器のピスト
ンを完全に後退した位置に戻してサイクルを再開するために、スーパーチャージポンプ（
４５０）は流れを与える。増圧器のうちの１つ以上が静止するよう指示された場合、対応
するポンプ／モータはアイドル状態であり流れを供給しない。適切な指示が出されたとき
に弁（４４４，４４５，４４６，４４７，４４８，４４９）を用いて未使用のポンプから
別の増圧器に流れを加えることができる。たとえば、第１の増圧器（５４１）が静止して
いる場合、弁（４４４）に通電して第１のポンプ（５０１）から第１の増圧器（５４１）
までの流路を閉じ、その他の弁（４４７）に通電して第１のポンプ（５０１）から第２の
増圧器（５４２）までの流路を開いて第１および第２のポンプ（５０１，５０２）から第
２の増圧器（５４２）に流れを加える。図４４の好ましい実施形態は、３つの合成整流式
ポンプ／モータ（５０１，５０２，５０３）、３つの増圧器（５４１，５４２，５４３）
、および３つのダンプ弁（４４１，４４２，４４３）により、流量の変動を最小にして出
力水流を提供するが、このシステムは、ポンプ／モータ、増圧器、およびダンプ弁各々を
少なくとも２つ含んでいる必要があり、各々の総数には制限がない。出力圧力アキュムレ
ータは、合成整流式ポンプ／モータの命令によって出力流量の変動が十分に減じられるの
であれば、なくてもよい。
【００９５】
　図４５は、図４２の代替実施形態を示し、少なくとも２つの合成整流式ポンプ／モータ
と少なくとも２つの増圧器（４５１，４５２）とを備え、これらはともに小さい出力流量
変動を与えようとする。一方の合成整流式ポンプ／モータ出力は、一方の増圧器ピストン
を、他方の、次の同位相の増圧器ピストンの伸張速度よりも速い速度で復帰させるよう命
令される。一方の増圧器ピストンのストロークの最後に近づいて、その速度が低下すると
、次の同位相の増圧器が移動を開始し、一定の流量を維持するために連動された流れの要
因としての役割を引継ぐ。復帰する増圧器は、他の増圧器がそのストロークの最後に達す
る前に、復帰して移動を開始しなければならない。このように、図４５に係るシステムの
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連続動作では、増圧器の復帰ストロークがその圧力ストロークよりも速くなければならな
い。本発明は、連動された出力の流れに流量変動がほとんどまたは全くないのが理想的な
ので、出力圧力アキュムレータ（図示）の必要性を無くそうとしている。
【００９６】
　２つの増圧器を含む図４５に示される実施形態の変形において、システムは、追加の第
３の合成整流式ポンプ／モータを含んでいてもよい。この第３の合成整流式ポンプ／モー
タ出力（または合成整流式ポンプ／モータによって提供される第３のサービス）を、一種
の選択的ブーストとして用いることにより、必要に応じて他の２つのうちの一方または双
方に加えて供給を行なってもよい。第１の出力／サービスが通常第１の増圧器に供給し第
２のサービス出力が通常第２の増圧器に供給する場合は、２つの増圧器からの均一的な連
結出力の流量を維持するために、第３のポンプ／モータがこれら２つの間で切替えられて
もよい。通常動作中、第１の増圧器ピストンがＴＤＣ（上死点）に近づくと、第２のサー
ビス出力からの流量を低下させる。なぜなら、第１の増圧器への流量を低減することが望
ましいからである（第２のサービス出力はゼロに低下してもよい）。第２の増圧器からの
出力の増大に伴い、第１の増圧器からの出力は低下し、事実上第１から第２への移管が開
始されている。次に、第２のサービス出力は、増加することで、２つの増圧器からの連結
された流れを維持するよう補償しなければならないので、第１のサービスは、第２の増圧
器に供給するよう切替わればよいまたは切替を開始すればよい。第２の増圧器は、連結さ
れた増圧器の均一的な流量を維持するために第２および第３のサービスからの供給を必要
とする。このサイクルは、同様に第１の増圧器が第２の増圧器からの引継ぎを行なうこと
で継続し、ソース間の切替サイクルが繰返される。
【００９７】
　図４６は、弁が、１つの合成整流式ポンプ／モータから一対の増圧器（５４１，５４２
）に分流する実施形態を示す。
【００９８】
　図４７および図４８は、増圧器（５４１，５４２）を組合わせて２つの端部（４５１，
４５２）を有する１つのユニットにしたものを示す。２つのピストンの代わりに１つのピ
ストンにすることにより、コストと複雑度を低減するが、その代償として出力流量の変動
が増す。利点は、この設計では外部に対する封止が要らないことである（水と油の間、お
よび、右側容積と左側容積の間）。切替弁を用いて圧力ラインとタンクラインを切替えて
もよい。
【００９９】
　図４９の構成は、特に圧延機に、具体的には圧延機の回転部分に適している。一対のロ
ーラのうちの少なくとも一方が一対の合成整流式液圧ポンプにより駆動されて回転する。
ローラのうちの一方は、単動型ラムが他方のローラに近づいたり離れたりすることで移動
し、これには、ローラ間のギャップを狭める／広げるという効果がある。ラムには、合成
整流式ポンプ／モータから加圧された作動流体が供給される。圧延機では一般的であるが
、作動流体は、難燃性かつ耐食性のものを選択すればよく、たとえば、豆油、水エマルジ
ョン、高分子水溶液、無水合成物等であってもよい。その他のクラス／サブカテゴリは、
ＨＦＡＥ（水が＞８０％である流体）、ＨＦＡＳ、ＨＦＢ（石油の油中水型エマルジョン
、乳化剤、選択された添加剤、水）、ＨＦＣ（グリコール、添加剤、および増粘剤の水溶
液）、ＨＦＤ（非含水難燃性流体）、ＨＦＤＲ（ＨＦＤと同様であるが、リン酸エステル
を有する）、ＨＦＤＵ（ＨＦＤと同様であるが、ポリオールエステルまたはポリアルキレ
ングリコールを有する）、非鉱物油、および、ＩＳＯ１２９２２に準拠する難燃性液圧流
体を含み、これは、ＨＷＢＦ（高含水流体（high Water Based Fluid）)、ＨＷＣＦ（高
含水流体）、ＶＨＷＢＦ（粘性高含水流体）、または、純水さえも含む。環境の主な例は
、圧延機の回転部分であるが、同じ技術は、紙加工、ゴム加工、印刷、食品加工、チップ
および繊維基板加工、再生シュレッダ等のその他の産業の回転ミルにも適用される。
【０１００】
　図４９は、２つのローラがどちらも個々の液圧モータによって駆動され、方向弁（４８
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ている２つの合成整流式ポンプ（４８３，４８４）は、ローラの回転速度を独立して制御
する。典型的に、ポンプはローラを同じ速度で回転させるように動作するが、用途の必要
性に応じてローラは異なる速度でも動作し得る。これに代わる実施形態において、ローラ
は、図５０に示されるように、合成整流式ポンプモータを用いて回転させることができ、
流れは１つの合成整流式ポンプから提供される。この実施形態はより広い範囲のトルクお
よび速度での動作を可能にし、回転するローラの慣性エネルギを回収する。図５１に示さ
れるように、各ローラの合成整流式ポンプモータは、ポンプとして動作する専用合成整流
式ポンプ／モータから供給を受けることができる。駆動する必要があるのが１つのローラ
のみである場合は、図５２に示されるように単一の合成整流式ポンプ／モータを使用すれ
ばよい。
【０１０１】
　２つの作動流体、たとえば難燃性の水ベースの流体と、ポンプ潤滑のための液圧鉱物油
の形態の流体とを用いて機能することが望ましいであろう（他の適切な例は本明細書の他
の部分に記載）。これは、別々の圧力発生器（たとえば増圧器）を用いて２つの作動流体
を分離することによって実現できる。圧力発生器は図５３のように往復ピストン型であっ
てもよく、圧力発生器は、等しいピストン面積または等しくないピストン面積を用いて圧
力を増大または減少させてもよい。図５３に示されるように、鍛造プレスは、２つの作動
流体によって動作する。
【０１０２】
　また、削井作業で用いられる泥またはグラウトのような流体をポンピングするために２
つの作動流体を用いて作業することが望ましい場合がある。図５５に示されるように、Ｄ
ＤＰ（登録商標）ポンプは、鉱物油等の作動流体を用いて圧力発生器に流れを与える。圧
力発生器は図５３のように往復ピストン型であってもよく、圧力発生器は、等しいピスト
ン面積または等しくないピストン面積を用いて圧力を増大または減少させてもよい。
【０１０３】
　図５３および図５４は鋼鉄の鍛造を示しているが、消費体を、代わりに、特に圧延機の
切削またはクランプ装置等の別の消費体に置換えてもよい。環境条件に応じて２つの異な
る作動流体を使用し得るが、増圧器ピストンの両側が、同一の難燃性かつ耐食性の流体上
で動作することも可能である。
【０１０４】
　上記の合成整流式ポンプおよび合成整流式ポンプ／モータの例はラジアルピストンポン
プであるが、流体作動機械は、これに代えて、ラジアルピストンモータ、または、交互動
作モードにおいてもしくはおそらくは同時に（作動チャンバの一部ではモータリング、一
部ではポンピング）ポンプもしくはモータとして機能できる装置であってもよい。流体作
動機械は、作動チャンバ容積の連続するサイクルごとに、個々の容積サイクル中に作動チ
ャンバによって排出される容積を選択するように動作することができる流体作動機械であ
ってもよい。
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